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当社は、以下の経営理念の実現に資するため、当社のコーポレートガバナン

スに関する基本的な考え方を定める。 

 

【経営理念】 

「日鉄鉱業グループは、豊かな未来社会づくりに貢献するとともに、社員

一人一人が生き生きと誇りを持って働ける企業を目指します」 

 

第１ 総 則 

１．コーポレートガバナンスの基本的な考え方 

（１）当社は、将来にわたり、基幹産業への原料供給という重責を果たし続け

るとともに、株主、取引先、地域社会及び従業員などのステークホルダー

との共栄に資するため、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図り、

コーポレートガバナンスの充実に取り組む。 

（２）当社のコーポレートガバナンスは、次の５つの考え方を柱とする。 

① 株主の権利と実質的な平等性を確保する。 

② 多様なステークホルダーの利益を考慮するとともに、適切な協働に努

める。 

③ 当社に関する情報を適切に開示し、透明性を確保する。 

④ 取締役は、株主に対する受託者責任を認識し、その役割及び責務を果

たす。 

⑤ 株主との間で建設的な対話を行う。 

 

第２ ステークホルダーとの関係 

１．株主総会 

（１）当社は、株主が株主総会の議案を検討するために十分な期間を確保する

とともに、適切に議決権を行使することができる環境を整備するよう努め

る。 

（２）当社は、株主との建設的な対話の充実及び正確な情報提供等の観点を考

慮し、また不測の事態が生じても株主へ正確に情報提供しつつ、決算及び

監査のための時間的余裕を確保できるよう、株主総会開催日をはじめとす

る株主総会関連の日程の適切な設定に努める。 



 

（３）取締役会は、株主総会において可決には至ったものの相当数の反対票が

あったと認められる会社提案の議案があったときは、反対の理由又は反対

票が多くなった原因の分析を行い、対応の要否を検討する。 

２．株主の平等性の確保  

（１）当社は、株主の権利の重要性を認識し、すべての株主をその持分に応じ

て平等に取り扱う。 

（２）当社は、株主間で情報格差が生じないよう適切に情報開示を行う。 

（３）当社は、少数株主及び外国人株主の権利行使の確保について十分に配慮

を行う。 

 

３．株主以外のステークホルダーの利益の考慮 

（１）当社は、サステナビリティ課題への取り組みを通じて得られる持続的な

成長と中長期的な企業価値の創出は、株主のみならず取引先及び従業員な

どのステークホルダーによる貢献の賜物であることを十分に認識し、これ

らのステークホルダーとの適切な協働に努める。 

（２）当社は、当社の主力事業である鉱山業の運営には、鉱山及び事業所の存

する地域社会の協力が不可欠であることを十分に認識し、地球環境に配慮

した事業活動の推進及び地域社会との協働に努める。 

 

４．株式の政策保有及び政策保有株式に係る議決権行使に関する基本方針 

（１）当社は、取引先株式を保有することによる取引又は協力関係のある企業

との関係の維持及び強化について、中長期的な企業価値向上及び持続的成

長の観点から総合的に勘案し、事業戦略上、必要と判断する株式を保有す

る。 

（２）当社は、保有する政策保有株式について、個別銘柄毎に保有目的などの

定性面並びに関連収益及び受取配当金などの定量面から総合的に保有意義

の見直しを行い、毎年、取締役会において検証する。検証の結果、保有意

義が希薄と考えられる政策保有株式は、投資先企業との対話を通じて売却

を検討する。 

（３）当社は、政策保有株式の議決権の行使にあたり、当社及び投資先企業の

中長期的な企業価値向上に繋がるか、また当社の株式保有の意義が損なわ

れないかを判断基準として、議案毎に適切に行使する。 

 

５．関連当事者との取引に関する基本方針 

（１）当社が当社の取締役と取引を行う場合、当該取引が会社及び株主共同の

利益を害することのないよう、あらかじめ取締役会の承認を要する。 

（２）前項の取引を実施した取締役は、定期的にその内容を取締役会に報告す

る。 

 

  



 

第３ 情報開示 

１．適切な情報開示 

（１）当社は、法令及び㈱東京証券取引所の定める規則に従い、当社の財務及

び非財務に関する情報について、適切に開示する。 

（２）当社は、前項以外の情報についても、ステークホルダーにとって有用な

情報は、主体的に開示する。 

 

第４ コーポレートガバナンスの体制 

１．取締役会の構成 

（１）取締役会は、定款で定める範囲内の適切な員数とし、取締役会全体とし

ては、多様性を確保するため、知識及び経験等においてバランスの取れた

構成とする。 

（２）取締役会には、独立及び客観的な立場に基づく監督機能の強化及び経営

の透明性確保のため、他社での豊富な経営経験、学識経験又は技術的若し

くは法的知識等を有する独立社外取締役を複数名置く。 

 

２．監査等委員会の構成 

監査等委員会は、定款で定める範囲の適切な員数とし、監査等委員である

取締役としては、適切な経験、能力及び必要な財務、会計若しくは法務に関

する知識を有する者を選任する。特に財務及び会計に関する十分な知見を有

する者を１名以上選任するように努める。 

 

３．指名・報酬委員会の設置 

（１）当社は、取締役会の諮問機関として指名・報酬委員会を置く。 

（２）指名・報酬委員会の委員は、原則として過半数を独立社外取締役とし、

委員長は独立社外取締役が務める。 

（３）指名・報酬委員会の委員は、必要に応じてその審議の状況について取締

役会及び監査等委員会に報告を行う。 

 

４．取締役及び取締役会の役割及び責務 

（１）取締役会は、株主に対する受託者責任及び説明責任を踏まえ、当社の持

続的成長と中長期的な企業価値の向上を促し、収益力及び資本効率等の改

善を図るべく、次の役割及び責務を適切に果たす。 

① 企業戦略等の方向性を示すこと。 

② 経営陣幹部による適切なリスクテイクを支える環境整備を行うこと。 

③ 取締役に対する実効性の高い監督を行うこと。 

（２）取締役会は、社外取締役による問題提起を含め自由闊達で建設的な議論

及び意見交換を尊ぶ気風の醸成に努める。 

（３）取締役は、株主に対する受託者責任を認識し、ステークホルダーとの適

切な協働を確保しつつ、当社及び株主共同の利益のために行動する。 

 

５．監査等委員会の役割及び責務 

監査等委員会は、取締役の職務執行の監査、監査報告の作成、会計監査人



 

の選解任又は不再任の決定及び監査等委員である取締役以外の取締役の指

名・報酬に関する意見の決定など、求められる役割及び責務を適切に果たす。 

 

６．取締役、取締役社長等の指名手続き 

（１）取締役会は、次の各号に定める方針を基準として、指名・報酬委員会に

対し、取締役、取締役社長、役付取締役、上級執行役員及び執行役員の各

候補者の諮問を行い、指名・報酬委員会の答申を尊重して、その決議によ

り決定する。 

① 社内取締役、取締役社長、役付取締役、上級執行役員及び執行役員の

各候補者については、勤務経歴、実務経験及び人事考課等を基に、知見

と実績を踏まえ、総合的に勘案して指名する。 

② 社外取締役の候補者については、㈱東京証券取引所が定める独立性判

断基準を満たし、かつ、他社での豊富な経営経験、学識経験又は技術的

若しくは法的知識等を有する者の中から、総合的に勘案して指名する。 

（２）監査等委員である取締役候補者の選任議案を株主総会に提出するにあた

っては、監査等委員会の同意を要する。 

（３）取締役候補者の指名の理由は、株主総会参考書類により開示する。 

 

７．取締役、取締役社長等の解任手続き 

（１）取締役は、他の取締役について、機能を十分発揮していないと判断した

場合、取締役会に当該取締役の解任を株主総会の議案とすることを提案す

る。取締役会は、当該提案について指名・報酬委員会に諮問を行い、指名・

報酬委員会の答申を尊重して、その決議により決定する。 

（２）取締役は、取締役社長、役付取締役、上級執行役員又は執行役員につい

て、機能を十分発揮していないと判断した場合、取締役会に当該取締役社

長、役付取締役若しくは上級執行役員の解職又は執行役員の解任を提案す

る。取締役会は、当該提案について指名・報酬委員会に諮問を行い、指名・

報酬委員会の答申を尊重して、その決議により決定する。 

（３）取締役の解任の理由は、株主総会参考書類により開示する。 

 

８．監査等委員である取締役以外の取締役の報酬決定手続き 

（１）監査等委員である取締役以外の取締役（以下、（１）及び（２）におい

て「取締役」という。）の月額報酬及び賞与は、株主総会決議で承認され

た金額の範囲内で、次の方針を基に算出のうえ、取締役会の決議によりそ

れぞれ決定する。 

① 月額報酬 

取締役就任１期目の月額報酬（社員資格の最高である理事職の月額平

均給与を基準に算定）に、役位毎に定めた係数を乗じて算出する。 

  



 

② 賞 与 

取締役就任１期目の賞与額を基準として、役位毎に定めた係数及び事

業年度と３ヶ年の中期経営計画期間の営業利益から算定した業績達成

率より算出する。 

③ 株式報酬 

信託制度（株式交付信託）を利用し、当社が金銭を拠出することによ

り設定する信託が当社株式を取得し、当社が対象取締役の役位に応じて

付与するポイントの数に相当する数の当社株式が当該信託を通じて対

象取締役に対して交付されるもので、対象取締役が当社株式の交付を受

ける時期は、原則として取締役退任時となる。 

 

なお、②及び③の報酬について、社外取締役は独立及び客観的な立場に

基づく経営の監視及び監督機能を担うため、賞与及び株式報酬の支給は行

わず、月額報酬のみを支給する。 

（２）取締役会は、取締役の報酬に係る議案を審議するにあたっては、当該議

案の内容について指名・報酬委員会に諮問を行い、指名・報酬委員会の答

申を尊重して、その決議により決定する。 

 

９．経営陣への委任の範囲 

（１）取締役会は、取締役会規程に定められた決議事項について意思決定を行

う。 

（２）前項以外の事項の決定については、取締役会は各業務執行取締役に委任

する。 

 

10．取締役に対する研修 

当社は、取締役が重要な統治機関の一翼を担う者として期待される役割及

び責務を適切に果たすため、次の各号の方針に基づき、研修等の機会を提供

する。 

① 新任の取締役が就任するにあたり、当社が必要と判断した場合又は当人

からの要望があった場合は、外部研修への参加等により、取締役に求めら

れる役割及び責務についての理解を促す。 

② 新任の社外取締役が就任するにあたり、事前に当社の事業、財務及び組

織等についての説明を行うとともに、就任後に当社の各事業所などの見学

を通じて、当社事業への理解を深めるように努める。 

③ ①及び②の研修については、新任時に限らず、任期中に必要と判断した

場合は都度、参加又は実施する。 

④ 取締役が外部の研修等に参加した場合、当社が必要と認める範囲におい

て、会社がその費用を負担する。 

⑤ 取締役は、各自の研修等の実施状況について、定期的に取締役会に報告

する。 

  



 

11．会計監査人 

当社は、会計監査人が株主及び投資家に対して責務を負っていることを認

識し、適正な監査の確保に向けて対応する。 

 

第５ 株主との対話 

１．株主との建設的な対話 

（１）当社は、株主との対話を通じて、当社の持続的な成長と中長期的な企業

価値の向上に資するため、当社が合理的と考える範囲で前向きに機会を設

けるとともに、建設的な対話に努める。 

（２）前項の対話は、次の各号に基づき、適切に実行する。 

① 株主との対話に係る体制の整備及び運用については、経営企画部担当

執行役員が統括する。 

② 株主との対話は、本社経営企画部広報・IR 課が窓口として企画及び調

整を担当し、株主の希望若しくは関心事項を踏まえ前号の執行役員から

指名された者がこれを行う。 

③ 株主との対話の中で当社が把握した意見又は要望等については、必要

に応じて、取締役社長をはじめとする経営陣のほか監査等委員会及び社

内関係部署等に報告する。 

④ 株主との対話に際しては、インサイダー情報を漏洩しないよう十分に

配慮を行う。 

 

（付 則） 

 

１．本方針の改廃は、取締役会の決議による。 

２．本方針は、2024 年７月１日より施行する。 


